
新規就農者支援事業内訳
別表１　一覧表

にいがたagribase事業　事業内容、実施基準一覧

　申請書及び実績報告書に添付する書類は以下のとおりとする。なお、事業へ応募することにより、必要に応じて現地確認を実施することについて了承しているとみなす。

　補助金等は市税その他の貴重な財源で賄われるという観点から、新潟市税の滞納がないことを確認する書類として、新潟市税の納税証明書を申請時に添付すること。（ただし、種目２目的（１）を除く）

※実績報告時に領収書の写しが提出できない場合に限り、請求書の写しに代えることができる。この場合、事業翌年度の５月末日までに領収書の写しを提出するものとする。

　注１：１（2）にあっては研修又は講座の受講対象者

事業名・補助対象事業
目的（内容）

（１）新規就業者雇用研修支援事業

　別記１に定める、新規就業者雇用に当たっての研修環境の整備
や就業者のスキルアップへの支援

新規就業者を雇用した農地所
有適格法人等、農業生産を営
む経営体

最長18か
月
※障がい
者採用の
場合、最
長24か月

・新規就業者を雇用した際に必要な研
修、環境整備に要する経費

①就業１年目
　８万円／月・人
②就業２年目
　４万円／月・人

新規就業者給料に対し
①就業１年目
　【一般】２／５ 以内
　【障がい者】 ３／４ 以内
②就業２年目
　【一般】１／４ 以内
　【障がい者】 2／4 以内

※本事業対象の新規就業者給料は
基本給を指し、時間外手当、各種手
当、賞与は含まない
※就業１年目：月初めから月末まで雇
用された最初の月から12か月目
就業２年目：月初めから月末まで雇用
された13か月目から24か月目までの
間

【補助対象者】
・市内に事業所及び経営の拠点を有すること
・新規就業者が必要とする栽培管理技術等を身につける研修を年間を通して行うこと
・新規就業者と期間の定めのない雇用契約を締結し、労働保険（雇用保険・労働者災害補償保険）に加入させること
　※パート、アルバイトは対象外
・農業就業支援　新規就業者に対し、当該農地所有適格法人等での就業に必要な技術・経営ノウハウ等を習得のため
の研修を実施すること
・６次産業就業支援　農地所有適格法人等が６次産業化に取り組む場合において、農業生産に年間１２０日以上従事す
る新規就業者に対し、当該農地所有適格法人等での就業に必要な技術・経営ノウハウ等を習得のための研修を実施す
ること
・対象の新規就業者を目的(2)で実施する座学講座へ年１回以上業務として参加させること
・補助対象となった新規就業者の就業状況等の調査に事業終了後も協力すること

【新規就業者】
・事業実施年度の４月１日時点で１８歳以上であること
・就業先が（農業法人の場合は構成員の）親族・姻族（３親等以内）でないこと
・現在および過去において新規就農者雇用関連事業の助成を受けていないこと
・過去に同一作目で別の法人等に雇用されていないこと
・主に農畜産物の生産に関する業務に従事すること
・目的(2)で実施する座学講座へ年１回以上参加すること。なお、就業先に参加の旨を申し出て、業務として参加するこ
と。
・就業２年目助成は原則、同一経営体で就業２年目となる新規就業者とする。やむを得ず雇用先を変更する場合は、変
更前の雇用先から同意を得たうえで、その旨申し出ること

１次申請
申請〆切：６月末日
※６月の最終開庁日とする

以降、随時申請

各区農政担当課
※東区、中央区の在住者の
申請先は江南区役所産業
振興課

【交付申請書】
・収支予算書
・共通計画書（添付資料１）
・事業実施計画書（別添1-1）
・雇用保険資格取得等確認通知書又は雇用
保険被保険者証の写し
（加入見込みの場合にあっては資格取得届
の写しを添付、通知書の写しを随時提出）
・労働保険領収済通知書の写し
・労働保険概算・確定保険料申告書の写し
・新規就業者の経歴等（別添1-2）
※障がい者雇用の場合、下記いずれかの写
し
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保
健福祉手帳、障害福祉サービス受給者証又
は医師による診断書

【実績報告書】
・収支精算書
・共通実績書（添付資料１）
・実績報告書（別添1-3）
・補助対象の新規就業者の作業日誌の写し
・事業費の根拠となる資料（給与明細の写し
等）
・補助対象者要件を満たす証拠書類（雇用保
険の写し、健康保険証の写し、障がい者雇用
の根拠書類※ 等）

（２）農業研修支援事業

新潟市アグリパークを活用した就農研修支援及び経営等に関する
講座開催による農業者のスキルアップへの支援
　①園芸作物栽培等研修
　②経営等に関する講座の開催

※農林政策課が毎年度別に定める契約により、委託事業者との間
で業務委託を行う

― １年～
（受講者
要望に合
わせ頻
度、期間
を設定）

― ― ―
※受講者の研修費無料。ただし、肥
料や農薬等の実費は受講者負担（5
千円程度）

【研修又は講座の受講対象者】
①本市で新規就農（就業）を希望する者、市内の既存農家で新規作目導入を検討中の者
②市内の新規就農希望者又は既存農家で、経営等に関する知識を得たい者
※①のコースは面談時の希望に応じ判断

随時 委託事業者 ―

（３）働く環境見える化支援事業

別記２に定める、法人等が取組む就労環境の改善を図る経費を支
援
・社会保険労務士等の専門家派遣により人事労務管理を充実させ
る取組み
・農作業マニュアルの作成により業務効率化、トレーニングコスト削
減を図る取組み

新規就業者従業員を雇用した
農地所有適格法人等、農業生
産を営む経営体

１年 ・専門家派遣による人事労務管理に
関する規程等又は農作業マニュアル
の作成に要する経費
※現地派遣等に必要な旅費、交通費
を含む

10万円／年・経営
体

補助対象経費の１／３以内 ・市内に事業所及び経営の拠点を有すること
・離職率低下に関する目標を設定し、目標達成に向けて事業を実施すること
・作成した人事労務管理に関する規程、マニュアル等を従業員に周知すること。また派遣を受けた専門家から、実績とし
て添付することに了承を得ていること

随時
〆切：当該年度の３月10日
※閉庁日に当たる場合は翌
開庁日とする

各区農政担当課
※東区、中央区の在住者の
申請先は江南区役所産業
振興課

【交付申請書】
・収支予算書
・共通計画書（添付資料1）
・制度等整備計画書（別添2-1）
・導入する制度等の概要票（別添2-2）
・導入する制度等が現行存在している場合、
現行の制度等の写し
・制度導入にあたって必要な経費が記載され
た見積書
・計画書提出日の１２か月前の日の属する月
の初日から計画書提出日の属する月の前月
末までの雇用保険被保険者の離職状況がわ
かる書類（離職証明書（写）、雇用保険被保
険者資格喪失確認通知書（事業主通知用）
（写）等）

【実績報告書】
・収支精算書
・領収書
・共通実績書（添付資料１）
・制度等整備実績書（別添2-3）
・導入した制度等の概要票（別添2-4）
・制度等の提出に関する承諾書（別添2-5）
・従業員全員に周知されたことが確認できる
書面
・導入した制度等の写し

【実施状況報告書】
・実施状況報告書（別記様式第8号）

（４）働く職場環境整備支援事業

１（３）働く環境見える化支援事業の実施を通じ、専門家から必要と
判断された従業員用設備（トイレ、シャワー室、更衣室、休憩室）の
整備を支援

１（３）働く環境見える化支援事
業を活用した農地所有適格法
人等、農業生産を営む経営体

働く環境
見える化
支援事業
の完了年
度の翌年
度末まで

・新たに従業員用設備を設置するため
の工事又は取得に要する経費

50万円/年・経営
体

補助対象経費の１／３以内 ・１（３）働く環境見える化支援事業の実施を通じ、専門家から以下の従業員用設備を新たに設置する必要性を認められ
たこと
　(1)トイレ
　(2)シャワー室
　(3)更衣室
　(4)休憩室

随時
〆切：当該年度の３月10日
※閉庁日に当たる場合は翌
開庁日とする

各区農政担当課
※東区、中央区の在住者の
申請先は江南区役所産業
振興課

【交付申請書】
・収支予算書
・事業計画書（別添3-1）
・従業員用設備の設置に関する意見書（別添
3－2）
・事業費の３者見積の写し（３者揃わない理由
がある場合、理由書で代えることができる）
・工事図面又は仕様書の写し
・事業実施箇所の現況写真

【実績報告書】
・収支精算書
・契約書類の写し
・領収書等支払いが確認できる書類の写し
・事業の実施が確認できる写真

要件 申請（募集）期間 申請先 添付書類種目 補助対象者（注１）
事業
期間

補助対象経費
補助額

（上限額）
補助率

１
　
人
材
育
成
・
環
境
整
備
支
援



事業名・補助対象事業
目的（内容）

要件 申請（募集）期間 申請先 添付書類種目 補助対象者（注１）
事業
期間

補助対象経費
補助額

（上限額）
補助率

２
　
体
験

研
修
支
援

（１）就農実習宿泊費支援事業

別記３に定める、市外在住者が、市内農業法人等で農業体験研修
を行う際に必要な宿泊費を支援

本市で新規就農（就業）を目指
す、市外に住所を有する者
※研修先は、農業法人の場合
は構成員の、個人の場合は経
営主の親族・姻族（３親等以内）
でないこと

１年 ・研修期間中の宿泊に要した経費 165,000円／人
（30泊分）

上限　5,500円／１泊 ・市外に住所を有すること
・事業実施年度の４月１日時点で18歳以上61歳以下であること
・市内の農業法人等で、宿泊を伴う就農体験研修を行うこと
・研修の日時、作業内容、作業場所、従事時間等を明確にし、その記録を市長へ提出すること
・研修は１回あたり５日 以上とする
・研修先の農業法人等から給与等の支払いを受けていないこと
・宿泊費に朝食代、夕食代が含まれている場合は、宿泊料からその額を減額する。ただし、金額が不明の場合は朝食分
800円、夕食分1,400円を減額する。
・終日研修を行わない日の宿泊費は助成対象外とする

随時
〆切：当該年度の３月10日
※閉庁日にあたる場合は翌
開庁日とし、要望書の提出
〆切は申請〆切の20日前と
する。

※実習実施の２０日前まで
に新潟市ホームページの
「かんたん申込み」より、事
前要望書を提出

農林政策課 【交付申請書】
・収支予算書
・農業体験実習実施に関する覚書（別添4-1）
の写し
・実習計画（任意様式）
・市外に住所を有することを証明する書類（運
転免許証、パスポート、健康保険被保険者
証、住民票等）

【実績報告書】
・収支精算書
・実習日誌（別添4-2）
・農業実習レポート（別添４-3）
・宿泊費、宿泊日、宿泊施設名がわかる領収
書原本及び宿泊助成金の振込先が分かる書
類

（１）既存施設活用支援事業

別記４に定める、初期投資を抑え生産性の向上を図るため、新規
就農者が既存施設・設備を活用する際に必要な修繕等の経費を
支援

市内の農業経営主で認定新規
就農者又は認定農業者

経営開始
後3年間
（ただし、
R5.4.1以
降経営開
始の者に
限る）

補助対象者が自ら使用するために行
う既存の施設・設備の修繕費等のう
ち、以下に要する経費
・パイプハウス、鉄骨ハウスの修繕・補
修・張替
・果樹棚の修繕・補修
・防獣ネット・防風ネットの張替
・畔抜きによる区画拡大
・その他生産性の向上を図るために必
要な修繕等に係る経費
※税抜後価格を対象とする

【補助対象事業費】
10万円以上300万円以下

200万円／年 補助対象経費の２／３以内 ・市内に住所を有すること
・所有者と５年以上の賃貸借契約又は売買契約を締結すること
・補助対象者本人が本人名義で修繕し、利用すること
・本事業で取組む事業内容について、他の事業の助成を受けていないこと
・修繕等を行う施設・設備について、園芸施設共済、民間事業者が提供する保険、又は施工業者による保証等に加入す
ること

随時
〆切：当該年度の３月10日
※閉庁日にあたる場合は翌
開庁日とする

各区農政担当課
※東区、中央区の在住者の
申請先は江南区役所産業
振興課

【交付申請書】
・収支予算書
・共通計画書（添付資料１）
・事業計画書（別添5-1）
・事業費の３者見積の写し（３者揃わない理由
がある場合、理由書で代えることができる）
・賃貸借契約書または売買契約書の写し
・事業実施前の現況写真

【実績報告書】
・収支精算書
・共通実績書（添付資料１）
・領収書等支払いが確認できる書類の写し
・保険加入を証する書類

【実施状況報告書】
・実施状況報告書（別記様式第8号）

（２）農地経営安定支援事業

別記４に定める、初期投資を抑え生産性の向上を図るため、農地
賃借料及び土地改良費を支援

市内の農業経営主で認定新規
就農者又は認定農業者

経営開始
後3年間
（ただし、
R5.4.1以
降経営開
始の者に
限る）

補助対象者が自ら使用及び収益を目
的とする権利を有している農地等に支
払う下記の金額を合算した額
・他者から借り受けた農地の賃借料
・補助対象者名義の土地改良費

【補助対象事業費】
上限45万円

30万円／年 補助対象経費の２／３以内
※事業の内訳は問わない

・市内に住所を有すること
・農地賃借料補助の場合、対象農地は所有者又は農地中間管理機構と５年以上の賃貸借契約を締結すること。なお、
補助事業者の三親等以内の親族から賃借する場合は対象外。また、農地中間管理機構から農地を借り受ける場合に
あっては、当該農地の貸し手が本人または補助事業者の三親等以内の親族である場合は対象外。
・国、県等が実施する同様の補助金等を受けている場合は、当該補助金等に特段の定めがある場合を除き、自己負担
額分を上限額の範囲内で支援する

随時
〆切：当該年度の３月10日
※閉庁日にあたる場合は翌
開庁日とする

各区農政担当課
※東区、中央区の在住者の
申請先は江南区役所産業
振興課

【交付申請書】
・収支予算書
・共通計画書（添付資料１）
・事業計画書（別添5-1）
・請求書等必要経費の分かる書類
・賃貸借契約書または経営農地等の筆別表
等（当該農地の貸借権または所有権が確認
できる、公的機関が発行する書類。なお、農
地中間管理機構から農地を借りる場合は、出
し手及び借り手両方の農地利用集積計画）

【実績報告書】
・収支精算書
・共通実績書（添付資料１）
・領収書等支払いが確認できる書類の写し

【実施状況報告書】
・実施状況報告書（別記様式第8号）

４
　
親
元
等
就
農
支
援

（１）親元等就農支援事業

別記５に定める、個人経営主における子弟の就農や、第三者の継
承にともなう経済的不安を解消することにより就農意欲を喚起し、
産地の維持・発展と経営資源の円滑な継承を支援

・三親等以内の親族が経営す
る個人経営体に就農した者
・個人経営体の農業経営を移
譲された者(上記の者を除く）
※法人（一戸一法人含む）を除
く

交付対
象：就農
日または
継承日か
ら1年以内

※確定申
告書の写
しまたは
所得証明
書等により
就農時期
を確認

・円滑な経営引継ぎのための経費
※１経営体１回限り

100万円／経営体
※予算の範囲内
で交付する

定額 【補助事業者】
（１）市内に住所を有すること。
（２）就農時の年齢が６1歳以下の者であること。
（３）経営継承後、認定新規就農者または認定農業者になることが確実と認められる者であること（既に認定されている場
合を含む）。
（４）親元就農の場合は、農業経営主の三親等以内の親族であること。
（５）年間の農業従事日数が２２５日（１，８００時間）以上であること。
（６）親元就農の場合は、経営主が６５歳に達するまでに経営移譲を受けること。ただし、就農時に経営主が６０歳に達し
ている場合にあっては就農日から５年以内に経営移譲を受ける意思が明確であること。
（７）生活費の確保を目的とした国、県及び市の他の事業による交付等を受けていないこと。
（８）雇用就農資金、農の雇用事業、就職氷河期世代雇用就農者実践研修支援事業、雇用就農者実践研修支援事業、
経営継承・発展支援事業による助成金の交付を現に受けておらず、かつ過去に受けていないこと。
（９）　補助金の申請時において、次のア～ウの要件を満たすこと。
ア　前年の本人及び配偶者（同居又は生計を一にする別居の配偶者が該当する。）の所得の合計が６００万円以下であ
ること。
イ　親元就農の場合は、農業経営主と家族経営協定を締結していること。
ウ　親元就農者にあっては就農日又は第三者継承者にあっては事業継承日から１年を超えていないこと。また、直近２年
分の確定申告書または所得証明書の写しにより、就農日又は事業継承日から１年以内であることが確認できること。

【経営主】
（１）市内に住所を有すること。
（２）次のア又はイに該当すること。
　ア　農業経営主が認定農業者であること。
　イ　農業経営主が地域計画のうち目標地図又は人・農地プランに中心となる経営体として位置づけられていること。
（３）農業経営主世帯において、前年の農業所得が農業に従事する者一人当たり４００万円以下であること。ただし、補助
金の申請時に限る。
（４）就農又は継承する農業経営主の営む経営体は、市内に所在し、経営の拠点を有する個人経営体であること。
（５）親元就農の場合は、農業経営主が６５歳に達するまでに、補助事業者に対して経営移譲する意思が明確であるこ
と。ただし、就農時に農業経営主が６０歳に達している場合にあっては就農日から５年以内に経営移譲する意思が明確
であること。

【返還要件】
（１）交付期間終了後３年間営農を継続しなかった場合にあっては、交付済みの補助金の総額に、営農を継続しなかった
期間（当該事項に該当した月を含む）を交付期間終了後営農継続すべき３年間（３６箇月）で除した値を乗じた額を返還
する。ただし、第６の３の手続を行い、就農を中断した日から原則１年以内に就農再開し、就農中断期間と同期間更に就
農継続した者を除く。
（２）上記補助対象者または経営主の要件を満たさなくなった時点が交付期間終了後３年間以内であった場合は、残りの
期間の月数分（当該事項に該当した月を含む）を交付期間終了後営農継続すべき３年間（３６箇月）で除した値を乗じた
額を返還する。

２月末日
※２月の最終開庁日とする

各区農政担当課
※東区、中央区の在住者の
申請先は江南区役所産業
振興課

【申請書類】
・収支予算書
・事業計画書（別添6-1）
・家族経営協定書の写し（申請者の役割や専
従者給与の受給等が明確に記されているこ
と）
・農業経営改善計画または青年等就農計画
及び認定書の写し
・「就農日」について、青色事業専従者となっ
た日（青色申告申請日）で確認した場合は、
青色専従者給与に関する届出書
・第三者継承者にあっては申請者本人の「農
地の取得」「農業機械の取得」「農産物の販
売」を行った日がそれぞれ分かる書類

【実績報告書】
・収支精算書
・就農状況報告(就農日から申請日までの作
業日誌) (別添6-2-1)
 
【就農状況報告】
・就農状況報告（別添6-2-1または6-2-2）
・作業日誌
・青色申告決算書

※状況に応じ、住所等変更届等必要書類を
提出すること
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